
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 （参考）

　　　　　　　　　　　％

（注）　人件費には、特別職職員に支給される給料、報酬等を含みます。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。
      ２　職員数には、再任用短時間勤務職員数を含みません。
      ３　給与費は、再任用短時間勤務職員の給与を含みます。
　　　４　職員手当には、退職手当を含みません。

 (3) 特記事項

特になし

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　　　千円

21.2

１９年度の人件費率

千円 　　　　　千円 千円 千円

　　　　　　％　　　　　千円

508,892

3,716,0071,797,656 14,373,284

人

歳　出　額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２０年度末）

福井市の給与・定員管理等について

実 質 収 支 人　件　費

　　　　　　Ｂ
区　　分

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

265,545 95,389,944

特例市平均

千円

7,003

区　　分

20年度
2,150

給　 料

8,859,621

職員数

千円

6,685

20.2

職員手当

20,202,056

給与費 B/A

一人当たり

一人当たり給与費期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

20年度

　　　　　　Ａ

人 　　　　　　　千円

(H16)
101.3

(H16)
99.3

(H16)
98.2

(H21)
98.4

(H21)
99.8

(H21)
100.6

90

95

100

105

福井市 特例市平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能職

うち調理技師

うち施設技師

うち環境技師

うち調理技師

うち施設技師

うち環境技師

【賃金構造基本統計調査のデータについて】

3,462,000円

3,027,000円

6,033,268円

6,350,236円

公務員 民　間
Ｃ／Ｄ

―

1.39

22.1年

公務員 民　間

7.7年

9.8年 2.26

勤続年数（試算値）の比較　※１年収ベース（試算値）の比較　※２

2.354,156,100円

Ｅ／Ｆ
Ｅ Ｆ

― ―

Ｄ

47.4歳 263人

　　対応する民間
　　の類似職種

※１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
　　　（平成18～20年の３ヶ年平均）

1.626,734,756円

54.5歳

378,089円

366,513円特例市平均

国

416,763円

平均給与月額

382,103円

384,029円

48.5歳

44.8歳

福井市

区　　分

特例市平均

―

民　　間　※１

438,093

325,521 391,770

399,057

調理士

用務員

42.0歳

廃棄物処理業従業員

参 考 ※３

46.3歳

366,966円

A／B

44.2歳

（国ベース）

平均給与月額

Ｂ

平均給与月額

1.42

1.79

平均年齢

378,600

平均給料月額

429,605

41.5 407,431332,661

平均給与月額
平均給与月額

364,687

（国ベース）

347,528

41.5

43.4 343,829

平均給料月額

346,833円

46人 345,310円

233人

4,429人

389,707円325,214円

285,548円

福井市

平均年齢

福井県 42.9

公　務　員

平均年齢

福井市

　賃金構造基本統計調査は、我が国の主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用形
態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数及び経験年数別に明らかにすることを目的として、毎年、厚生
労働省が実施している調査です。
　本表での民間データは、その調査結果である企業規模１０人以上、常用労働者のうち一般労働者について集計
したものを使用しています。

※「常用労働者」とは、次の各号ののいずれかに該当する労働者をいいます。
　　① 期間を定めずに雇われている労働者
　　② １か月を超える期間を定めて雇われている労働者
　　③ 日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月にぞれぞれ１８日以上雇用
　　　された労働者
※「一般労働者」とは短時間労働者以外の労働者をいいます。

8.9年20.9年

19.2年

―

1.74

2.10

370,975円

322,737円

福井県 46.2歳

49.2歳

314人

299,900円

254,900円

214,000円

47.0歳 336,455円

345,187円

職員数

367,639円

参　　　　考　　※３

区　　分

142人

53人

389,076円343,919円

360,739円

Ａ

353,781円

―国

区　　分

※２　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、
　　公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた
　　試算値です。
※３　公務員の職種と民間の職種等については、福井市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データは短
　　期雇用のアルバイト等の非正規職員を含んでおり、また、勤続年数のほか、業務内容、雇用形態等が一致してお
　　らず、単純に比較することはできません。

Ｃ

―

2.49

―
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　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

 (2) 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円

円

円

円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　該当職員が３人以下の区分については、記載していません。

( 幼 稚 園 )

 －

－

 －

 －

144,500

367,943

経験年数２０年

263,775 －

393,931

区　　分 平均給与月額

大　学　卒

区　　　　分

38.9

平均給料月額

技能労務職
－

－

高　校　卒

（幼  稚　園）

高　校　卒

大　学　卒 250,600
一般行政職

円
Ⅱ種

大　学　卒
Ⅰ種

172,200
178,800 円

144,500

144,500

144,500 147,400

140,100

181,200
178,800

福　井　市

高　校　卒

教　育　職

－

高　校　卒 －

－

－

経験年数１５年

－

福　井　県区　　　　　分

一般行政職

経験年数１０年

高　校　卒

技能労務職
 －

178,800

高　校　卒

299,180

 －

教　育　職

139,400

－

 －

299,325

中　学　卒

中　学　卒 －

－

 －

－

国

339,102

44.1 433,012

特例市平均

平均年齢

福井市

福井県

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

327,488

390,823

300,756

42.4

大　学　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）　福井市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　　　　　　人

110

208

166

１　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

220

260

　　　　　　　　人

７　　級
　　　　　　　　人

40

（注）１　平成１８年から１１級制から９級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級を
　　　　それぞれ統合しました。）
　　　２　５年前の構成比は合併前の福井市職員に対する数値です。

８　　級

　　　　　　　　％
９　　級

1.6

3.1

20

　　　　　　　　％

234

次長

部長

34
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

課長

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％
16.1

　　　　　　　　％
8.5

20.1

　　　　　　　　％

職員数

　　　　　　　　人

代表的な職名

主事、技師

６　　級

２　　級

副主幹

３　　級

課長、副課長、主任

５　　級

４　　級

主幹

主査

主事、技師

区　　分

　　　　　　　　％

構成比

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

2.6

18.1

12.9

17.0

１級, 8.5% １級, 8.2%

２級, 20.1% ２級, 19.7%

２級, 7.7%

３級, 17.0%
３級, 20.8%

３級, 12.3%

４級, 16.1% ４級, 10.2%

４級, 9.9%

５級, 12.9%
５級, 15.4%

５級, 6.9%

６級, 18.1% ６級, 18.5%

６級, 7.5%

７級, 13.0%

８級, 31.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

1級 4.3%

11級　1.8％
10級　3.4％
  9級  1.4％

 9級　1.4％
 8級　3.0％
 7級　2.8％

 9級　1.6％
 8級　3.1％
 7級　2.6％
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

１．勤務成績の評定の実施状況

２．昇給への勤務成績の反映状況

　　昇給は、それぞれの職員の勤務成績の証明に基づき、職員を次のＡからＥまでの昇給区分に決定して行います。

４　職員の手当の状況　（全会計）

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　20％　（部長級の期末手当のみ） ・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況
　

（2) 退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　（2～20％加算） ・定年前早期退職特例措置　（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　昇任対象者について、能力･意欲に関する人事評価を実施しています。
　　（全職員に対する人事評価については試行期間中です。）

福　　　　　井　　　　　市

１人当たり平均支給額（20年度）

41.34

3.0

1.6 0.75 1.6

59.28

47.50

国

1,881

福　　　　　井　　　　　県

　　監督する地位にある者の勤務成績に関する内申及び別に定める下位基準により、成績区分を「良好である職員」
　と「良好でない職員」とに区分して成績率を決定し、勤勉手当を支給しています。

福　　　　　　井　　　　　　市

1.50

0.75

3.0

23.50

33.50

国

　　　ただし、現在の上位判定は、１の人事評価に基づき昇任した職員（昇給区分Ｂ）のみとしています。

1,749

6,491 24,666

23.50

47.50 59.28

59.28

33.50

30.55 30.55

41.34

59.28

1.60.75

１人当たり平均支給額（20年度）

　Ａ：勤務成績が極めて良好である職員
　Ｂ：勤務成績が特に良好である職員
　Ｃ：勤務成績が良好である職員
　Ｄ：勤務成績がやや良好である職員
　Ｅ：勤務成績が良好でない職員

1.50 3.0

59.28

1.50

59.28

―
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 (3) 地域手当

（平成２１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

    

(平成２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して平成18年度から                                              

　　　　支給率を段階的に引き上げることとしています。       

 (4) 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

380円/日

380円/日市税等の徴収業務

主な支給対象業務

450円/件差押の業務

300円～600円/日

税務事務所等に所属する職員

42.4

支給対象地域

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

2,200円/月

600円～900円/日

380円/日

廃棄物の収集・運搬・処理業務

生活保護業務、ふれ愛園の業務

250円/日

ボイラー取扱主任者、電気主任技術者として選任され、資格者と
しての業務に専任したとき

300円～600円/日

5,000円/月

300円～500円/日

15万円以内/月

3,000円/月

2,000円/日

警報発令下・夜間の除雪作業等

土地の取得等の交渉業務に従事する職員

除雪作業に従事した職員

土地の取得等の交渉業務 380円～650円/日

福祉保健部の職員

正規の勤務時間における夜
間の塵芥処理等の業務

総合支所及び道路課に所属する職員

クリーンセンターに所属する職員

300円/日

1,500円/日～3,500円/体

1,000円/勤務

幼稚園教諭

保育園での保育業務

消防職員

診療業務

災害時の庁外での救助、復旧、調査等の業務

消防の業務

500円/日災害出動手当

医療業務手当

消防業務手当

幼児保育手当

保健センター、農林水産部に所属する職員

環境事務所に所属する職員

福祉事務所に所属する職員

下水道部に所属する職員

社会福祉業務手当

高所作業、毒物・火薬・高圧ガスの取扱等の危険作業

感染症等への対応業務

危険作業手当

17

行旅病人の救護または行旅
死亡人の処置業務

幼稚園での保育業務

道路のアスファルト舗装補修作業

医師

左記職員に対する支給単価

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

資格専任手当

年末年始に勤務した場合特殊施設勤務手当

除雪作業手当

用地交渉手当

建設部に所属する職員

防疫作業手当

特殊自動車運転手当

清掃作業手当

汚染作業手当

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）

127,032

327,107

福井市

74,127

東京都特別区

3福井市

4

2,6133

17

支給率

300円/回

300円～500円/日

65,081

下水道管きょ等の清掃業務等

手当の種類（手当数）

滞納整理業務手当

差押業務手当

国の制度（支給率）

3

税務事務所等に所属する職員

大型特殊自動車等の運転作業に従事した職員

支給実績（20年度決算）

手当の名称

飼育作業手当

25

足羽山遊園地での動物の飼育業務

行旅病人及び行旅死亡
人取扱手当

深夜勤務手当

保育士

特殊現場作業手当

保育業務手当

国の制度（支給率）

3

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

主な支給対象職員

6



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２１年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

＜国＞

827,113

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

2,800円/日
夜間・休日の事故等の保安
処理のための自宅待機

緊急呼出により出動しての調査・復旧の業務 700円/回

保安勤務手当

資格専任手当（企業局）

企業局に所属する職員

企業局に所属する職員

450円/件ガス及び水道の停止業務企業局に所属する職員

企業局に所属する職員 2,000円～8,000円/月ガス主任技術者等の資格取得者

緊急呼出手当

内容及び支給単価

供給停止等業務手当

同じ

異なる

同じ扶養手当

賃貸住宅、自宅に居住する職員
に支給

　満16歳年度初めから満22歳年度末
　までの子1人につき、5,000円を加算

住居手当

扶養親族のある職員に支給

　・配偶者 13,000円

　　

２　自宅の場合
　　　　　　　　　　　　　　　3,000円

１　借家等の場合
　･家賃が23,000円以下の場合
　　家賃額－12,000円
　･家賃23,000円を超え55,000円
　　未満
　　(家賃額－23,000円)×1/2
　　　　　　　　　　　　　＋11,000円
　･家賃55,000円以上
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円

職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（19年度決算）

初 任 給
調整手当

手　当　名

同じ
管理職
手　当

医師　　月額306,000円以下

管理・監督の地位にある職員に支
給

月額41,600～119,900円

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績（20年度決算）

同じ

956,816

361

（新築・購入から5年間に限る）

支給職員１人当たり
支給実績

（20年度決算）
平均支給年額
（20年度決算）

746,453

0

223,026

102,367

241,851

0

267,408

107,178

　・その他の扶養親族

6,500円～11,000円

318

2,500円

7



千円 円

千円 円

千円 円

宿日直勤務を行う職員に支給 千円 円

千円 円

千円 円

1回　4,200円

＜国＞　普通宿日直勤務

23,184 23,951

通勤のため、交通機関又は交通
用具（乗用車等）を利用している
職員に支給

0

22,371157

86,398

寒冷地手当

1,476

223,514

29,202

0

宿日直手当

災害派遣
手　　当

　配偶者宅との距離により
　月額23,000円～68,000円

異なる

同じ

夜勤手当

1日　2,430円～4,000円

通勤手当

１　電車・バスを利用する場合
　　運賃等相当額55,000円までは
　　全額、超える部分は半額支給
２　乗用車等を利用する場合
　　使用距離に応じて2,000円以
　　上を支給
３　公共交通機関と乗用車等を併
　用する者で、有料駐車場を利用
　する場合
　　駐車料金等加算
　　（3,000円を限度）

単身赴任
手　　当

同じ

正規の勤務時間として深夜に勤
務する職員に支給

平成17年3月1日施行の給与条例
の改正による寒冷地手当の廃止
以前より支給を受けていた職員
に、経過措置により年度毎に減額
した額を支給
（支給月　11月～翌年3月）

1,560円

異なる
1回　5,900円

異動に伴い転居し、やむを得な
い事情により配偶者と別居し単身
で生活する職員に支給

１時間当たりの給与額の25/100

同じ

災害応急対応対策又は災害復旧
のため福井市に派遣された国又
は他の地方公共団体の職員が住
所又は居所を離れて福井市の区
域に滞在することを要する場合に
支給

492,000

96,176

同じ

＜国＞
１　電車・バスを利用する場
　合
　　運賃等相当額55,000円
　　まで支給
２　乗用車を利用する場合
　　使用距離に応じて、
　　2,000円～24,500円を
　　支給
３　駐車料金の加算なし

8



５　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円　／ 円

円 円　／ 円

円 円 ／ 円

円 円　／ 円

円 円　／ 円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

(注)　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

       勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

 国際交流部門の外郭団体への移行による減員等
 納税課の滞納整理業務の強化による増員等
 保育園３園の民間委譲による減員等
 組織の統廃合と業務の一部民間委託による減員等

 組織の統廃合による減員等

 一部事務完了に伴う解派遣による減員等
＜参考＞
人口１万人当たり職員数 　　　　　　　　　 人
（特例市の人口1万人当たり職員数 人）

 施設技師等の退職不補充と調理業務の一部民間委託に
 よる減員等
 職員の適正配置に伴う減員
＜参考＞
 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
 （特例市の人口1万人当たり職員数 人）
 職員適正配置に伴う減員等
 下水道部再編及び職員適正配置に伴う減員等

 駅周辺整備課の職員適正配置による減員等

＜参考＞
 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

退
職
手
当

議　　会

消防部門

農林水産

小　計

計

衛　　生

副 市 長
期
末
手
当

議 長

議 長

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

副 議 長
議 員

税　　務

教育部門

一
般
行
政
部
門

総　　務

副 市 長

商　　工

備　　　　考

労　　働
普
通
会
計
部
門

土　　木

市 長

議 員

市 長

報

酬

民　　生

　　（20年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　３．３５月分

　　（20年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　３．３５月分

468,000740,000670,000

市 長

任期毎

722,500

区 分

副 議 長

950,000副 市 長

1,058,000給

料 874,000

536,000

△ 2

680,000

1,137,000
（参考）特例市における最高／最低額

主な増減理由

355

19

△ 5

△ 1

0
148

6 6

205

△ 7

441,000

△ 2

△ 23

△ 11

[ 3,181］[ 3,181］

△ 40

△ 10

△ 63

任期毎

780,000

25,392,000

53.14
45.02

79.5
64.66

△ 19

0
△ 5

△ 2

△ 19347

94.15[      0］

155

55
89 87

55

平成20年 平成21年

740,000

給　　　料　　　月　　　額　　　等

下水道 111122

210

113 103

1,430

2,151

366

2,111

合　　　計

その他 177 175

389412

2,563 2,500

353

1,411

職員数

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

水　道

小　計

12,585,600

（各年４月１日現在）

766,400

356
0

1100
439 434

101

630,000

対前年
増減数

874,000円×在職月数×０．３

1,058,000円×在職月数×０．５

19
357
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１８年２月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１　計画期間は、平成１８年２月１日（市町村合併）～平成２２年４月１日です。

      ２　職員数については、(1)の「部門別職員数の状況と主な増減理由」の表や(2)の「年齢別職員構成の状況」の

      　表とは異なり、他団体に派遣している職員や職員団体役員の専従許可を受けている職員を含みます。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増

  　　　減数の累計を示すものです。                                              

職員数

１年目

（進捗率） (47.2%)

職員数 2,676 2,6352,694

△ 125△ 177

(141.6%)

2,569

（参考）

数値目標

△ 452

275

18.2.1～
  22.4.1

　計５年目

2,694人 2,569人 

平成22年4月1日

増　員

～

51歳 55歳47歳

302人 260人 

△ 135

6765

計画始期

△ 106

36歳 40歳 56歳

△ 41

(14.4%)

2,585

△ 50

2,517

△ 18

(87.2%)

△ 68

(141.6%)

27歳

32歳28歳

35歳

△ 98

6380

純減数

～

257人 268人 

～

31歳 39歳

差　引

職員数 5人 77人 

職員数

平成18年2月1日

　　　　　　区　　分

部　　門

全部門

減　員

218人 

18年2月1日

321人 252人 

～ ～

18年4月1日 19年4月1日 20年4月1日 21年4月1日

４年目２年目 ３年目

△ 113

1人 

～ ～

以上59歳

188人 

52歳48歳

125人 4.6％ 

43歳

2,500人 

計

60歳44歳24歳

～

区　分

23歳

～

20歳

未満

20歳

351人 

～

22年4月1日

純減率

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

20 20-
23

24-
27

28-
31

32-
35

36-
39

40-
43

44-
47

48-
51

52-
55

56-
59

60

構成比

５年前の構成比

％

歳
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７　公営企業職員の状況

　(1)　ガス事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）職員給与費には、資本的支出にかかる人件費78,219千円を含みます。  

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２１年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

　　　　　　区　　分

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度）

（20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

・管理職加算　20％　（部長級の期末手当のみ）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

8.1

福　井　市

363,795 569,144

75,456

千円　

平　均　年　齢 基本給

3.0 1.50

0.75

千円

281,737

　　　　　　Ｂ／Ａ

純損益又は実

533,592

6,403

　一人当たり

千円

％

期末・勤勉手当

職員給与費比率
職員給与費

1.6

1,715 千円　

区　　分

　質収支

総費用に占める

市町村平均（政令指定都市を除く）

20年度
281,737

平均月収額

44.3

42.4

人

44 175,709 30,572

20年度

千円

Ａ  

　　　　千円

3,493,227

職員数

Ｂ　

千円　

　　　　　　Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

△ 32,701

給　 料 職員手当

総費用

千円　

　　計　　Ｂ

19年度の総費用に占

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

％

める職員給与費比率

　給与費 　　B/A

7.9

千円

6,828

354,744

千円

1,731

　　　　　千円

市町村平均　（政令指定都市を除く）福　　　　　井　　　　　市

区　　分
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イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成２１年４月１日現在）

千円

 円

％ 人 ％

（平成２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。  

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

 円

 ％

手当の名称

福　　　　　井　　　　　市

33.50

126,410

41.34

用地交渉手当 企業局に所属する職員 土地の取得等の交渉業務

災害出動手当

380円～650円/日

災害時の庁外での救出、復旧、調査等の作業

高所作業、毒物・火薬・ガスの取扱等の危険作業

500円/日

緊急呼出手当 企業局に所属する職員

資格専任手当(企業局)

主な支給対象職員

福井市

59.28 59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

23.50 30.55

47.50 59.28

支給実績（20年度決算） 1,070

41,156

支給対象地域 支給率

福井市 3

59.1

主な支給対象業務

夜間・休日の事故等の保安処理
のための自宅待機

8

左記職員に対する支給単価

2,800円/回

手当の種類（手当数）

供給停止等業務手当 企業局に所属する職員

危険作業手当

450円/件ガスの停止業務

250円/日

企業局に所属する職員

企業局に所属する職員

2,000円～8,000円/月ガス主任技術者等の資格取得者

緊急呼出により出動しての調査、
復旧の業務

700円/回

380円/日滞納整理業務手当 企業局に所属する職員 料金等の徴収業務

市町村平均　（政令指定都市を除く）

9,373

5,562

3

3

一般行政職の制度（支給率）

3

保安勤務手当

5,231

一般行政職の制度（支給率）

44

支給対象地域 支給率

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

福井市としての目標のみ設定

    → ６(３) ① ② を参照

 (2)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）職員給与費には、資本的支出にかかる人件費113,065千円を含みます。  

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２１年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

特になし

一人当たり給与費

支給実績（20年度決算） 9,307

手　当　名

職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

287

支給実績（19年度決算） 9,824

212

内容及び支給単価
支給実績

（２０年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

 一般行政
 職の制度
 と異なる
 内容

（参考）市町村平均

3,557 千円 711,468

　一人当たり

6,033 千円

69,000

208,034

千円

1,656

管理職手当

扶養手当

同

同

４(６)に同じ

0

3,387同 －

千円　 千円　

253,942 751,871

％ ％

　給与費 　　B/A　　計　　Ｂ

16.3 16.1

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

4,620,640

職員手当

20年度

区　　分
総費用

Ａ  

千円　

期末・勤勉手当

 支給職員１人当た
 り平均支給年額
 （２０年度決算）

総費用に占める

職員給与費比率

86,847

19年度の総費用に占

－

－

同 －

千円

める職員給与費比率

0同 － 0

0

千円

千円

職員給与費
　質収支

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

寒冷地手当

夜勤手当

通勤手当

同 －住居手当

20年度
人 千円

純損益又は実

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

千円

112 465,113 86,296

　　　　　千円 千円 千円 千円

200,462 751,871 6,713 6,781
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

　　　　　　区　　分

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成20年度） １人当たり平均支給額（平成20年度）

（20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

・管理職加算　20％　（部長級の期末手当のみ）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成２１年４月１日現在）

千円

 円

％ 人 ％

（平成２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。  

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

福　井　市 44.0 368,625 559,427

市町村平均（政令指定都市を除く） 45.6 370,362 564,094

福　　　　　井　　　　　市 市町村平均　（政令指定都市を除く）

1,790 千円　 1,768 千円　

3.0 1.50

1.6 0.75

福　　　　　井　　　　　市 市町村平均　（政令指定都市を除く）

23.50 30.55

33.50 41.34

47.50 59.28

59.28 59.28

9,360 15,530

支給実績（20年度決算） 14,439

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 131,261

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

福井市 3 111 3

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

福井市 3 3
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エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

 円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

福井市としての目標のみ設定

    → ６(３) ① ② を参照

支給実績（20年度決算） 3,588

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 57,867

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度） 55.9

手当の種類（手当数） 8

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

供給停止等業務手当 企業局に所属する職員 水道の停止業務 450円/件

保安勤務手当 企業局に所属する職員
夜間・休日の事故等の保安処理
のための自宅待機

2,800円/回

企業局に所属する職員
緊急呼出により出動しての調査、
復旧の業務

700円/回

資格専任手当(企業局) 企業局に所属する職員 電気主任技術者等の資格取得者 2,000円～8,000円/月

250円/日

用地交渉手当 企業局に所属する職員 土地の取得等の交渉業務 380円～650円/日

500円/日

滞納整理業務手当 企業局に所属する職員 料金等の徴収業務 380円/日

32,926

職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 323

支給実績（20年度決算） 28,638

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 258

千円

一般行政職
の制度との
異同

 一般行政
 職の制度
 と異なる
 内容

手　当　名 内容及び支給単価
支給実績

（20年度決算）

－

15,880

 支給職員１人当た
 り平均支給年額
 （20年度決算）

同 － 千円 764,9039,179

千円 244,307扶養手当 同 －

住居手当 同 － 3,496 77,688

通勤手当 同 － 11,077 千円 109,669
４(６)に同じ

0 0

寒冷地手当 同 － 0 千円 0

夜勤手当 千円同

管理職手当

支給実績（19年度決算）

災害出動手当 災害時の庁外での救出、復旧、調査等の作業

危険作業手当 高所作業、毒物・火薬・ガスの取扱等の危険作業

緊急呼出手当
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